
 

 

様式第二号の十三(第八条の十七の二関係) 

(第１面) 

特別管理産業廃棄物処理計画書 

  令和６年 ６月 ２６日 

 

下関市長      殿 

 

提出者                   

住 所   下関市向洋町一丁目１３番１号 

氏 名 地方独立行政法人下関市立市民病院 

理事長 田中 雅夫 

電話番号    ０８３－２３１－４１１１ 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 12条の２第 10項の規定に基づき、特別管理産業廃棄物の

減量その他その処理に関する計画を作成したので、提出します。 

事 業 場 の 名 称  下関市立市民病院 

事 業 場 の 所 在 地  下関市向洋町一丁目１３番１号 

計 画 期 間  令和６年（2024年）４月１日～令和７年（2025年）３月３１日 

当該事業場において現に行っている事業に関する事項 

 
①事 業 の 種 類 医療業 

②事 業 の 規 模 
診療科目：３３科 

病床数：３８２床 

③従 業 員 数 ６８３名（令和６年４月１日現在 有期雇用職員含む） 

④特別管理産業廃棄物

の一連の処理の工程 

院内に処理設備を有していないため、収集運搬及び処理については全

面委託している。（契約書に基づく書面による。） 

(日本産業規格 Ａ列４番) 



 

 

(第２面) 

特別管理産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項 

 

（管理体制図） 

 

別途図面のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別管理産業廃棄物の排出の抑制に関する事項 

 

① 現状 

【前年度（令和５年度）実績】       

特別管理産業廃棄物の種類    

排 出 量 １４４．８ｔ ｔ 

（これまでに実施した取組） 

入院・外来・救急患者の増減により、廃棄物が増減する状況である

が、各部局で使用する医薬品などの軽量化、減量化に努めている。 

 

 

 

②計画 

【目標】 

特別管理産業廃棄物の種類    

排 出 量 １４１．９ｔ ｔ 

（今後実施する予定の取組） 

同上 

 

 

 

 

特別管理産業廃棄物の分別に関する事項 

 

①現状 

（分別している特別管理産業廃棄物の種類及び分別に関する取組） 

別添の業務内容のとおり、分別の徹底を図る。 

 

 

②計画 

（今後分別する予定の特別管理産業廃棄物の種類及び分別に関す

る取組） 

同上 

 



 

 

（第３面） 

自ら行う特別管理産業廃棄物の再生利用に関する事項 

 

① 現状 

【前年度（令和５年度）実績】 

特別管理産業廃棄物の種類    

自ら再生利用を行った

特別管理産業廃棄物の量 
ｔ ｔ 

（これまでに実施した取組） 

 

 

 

②計画 

【目標】 

特別管理産業廃棄物の種類    

自ら再生利用を行う

特別管理産業廃棄物の量 
ｔ ｔ 

（今後実施する予定の取組） 

 

 

 

自ら行う特別管理産業廃棄物の中間処理に関する事項 

 

① 現状 

【前年度（令和５年度）実績】  

特別管理産業廃棄物の種類     

自ら熱回収を行った

特別管理産業廃棄物の量 
ｔ ｔ 

自ら中間処理により減量した

特別管理産業廃棄物の量 
ｔ ｔ 

（これまでに実施した取組） 

 

 

 

 

②計画 

【目標】   

特別管理産業廃棄物の種類    

自ら熱回収を行う 

特別管理産業廃棄物の量 
ｔ ｔ 

自ら中間処理により減量する

特別管理産業廃棄物の量 
ｔ ｔ 

（今後実施する予定の取組） 

 

 

 

 



 

 

（第４面） 

自ら行う特別管理産業廃棄物の埋立処分に関する事項 

 

① 現状 

【前年度（令和５年度）実績】 

特別管理産業廃棄物の種類    

自 ら 埋 立 処 分

を 行 っ た 

特別管理産業廃棄物の量 

ｔ ｔ 

（これまでに実施した取組） 

 

 

 

②計画 

【目標】 

特別管理産業廃棄物の種類    

自 ら 埋 立 処 分

を 行 う 

特別管理産業廃棄物の量 

ｔ ｔ 

（今後実施する予定の取組） 

 

 

 

 

特別管理産業廃棄物の処理の委託に関する事項 

 ① 現状 

【前年度（令和５年度）実績】  

特別管理産業廃棄物の種類    

全 処 理 委 託 量 １４４．８ｔ ｔ 

 

優良認定処理業者への 

処 理 委 託 量 
１４４．８ｔ ｔ 

再生利用業者への 

処 理 委 託 量 
１４４．８ｔ ｔ 

認定熱回収業者への

処 理 委 託 量 
ｔ ｔ 

認定熱回収業者以外の

熱回収を行う業者への

処 理 委 託 量 

ｔ ｔ 

（これまでに実施した取組） 

 

 

 

 

 

 



 

 

（第５面） 

 ②計画 

【目標】 

特別管理産業廃棄物の種類    

全 処 理 委 託 量 １４１．９ｔ ｔ 

 

優良認定処理業者への 

処 理 委 託 量 
ｔ ｔ 

再生利用業者への 

処 理 委 託 量 
ｔ ｔ 

認定熱回収業者への

処 理 委 託 量 
ｔ ｔ 

認定熱回収業者以外の

熱回収を行う業者への

処 理 委 託 量 

ｔ ｔ 

（今後実施する予定の取組） 

 

 

 

 

 

 

 

電子情報処理組織の使用

に関する事項 

【前年度（令和５年度）実績】 

特別管理産業廃棄物 

排 出 量 

（ポリ塩化ビフェニル廃棄物を除く。）  

ｔ  

（今後実施する予定の取組） 

 

 

 

 

 

※事務処理欄  



 

 

（第６面） 

備考 

１  前年度の特別管理産業廃棄物の発生量が50トン以上の事業場ごとに１枚作成すること。 

２ 当該年度の６月30日までに提出すること。 

３ 「当該事業場において現に行っている事業に関する事項」の欄は、以下に従って記入すること。 

 (1)①欄には、日本標準産業分類の区分を記入すること。 

 (2)②欄には、製造業の場合における製造品出荷額（前年度実績）、建設業の場合における元請完成工事

高（前年度実績）、医療機関の場合における病床数（前年度末時点）等の業種に応じ事業規模が分か

るような前年度の実績を記入すること。 

 (3)④欄には、当該事業場において生ずる特別管理産業廃棄物についての発生から最終処分が終了する

までの一連の処理の工程（当該処理を委託する場合は、委託の内容を含む。）を記入すること。 

４ 「自ら行う特別管理産業廃棄物の中間処理に関する事項」の欄には、特別管理産業廃棄物の種類ご

とに、自ら中間処理を行うに際して熱回収を行った場合における熱回収を行った特別管理産業廃棄物

の量と、自ら中間処理を行うことによって減量した量について、前年度の実績、目標及び取組を記入す

ること。 

５ 「自ら行う特別管理産業廃棄物の埋立処分に関する事項」の欄には、特別管理産業廃棄物の種類ご

とに、埋立処分した量を記入すること。なお、中間処理を行うことにより特別管理産業廃棄物に該当しな

くなった産業廃棄物を海洋投入処分するときは、その量も含めて記入すること。 

 ６ 「特別管理産業廃棄物の処理の委託に関する事項」の欄には、特別管理産業廃棄物の種類ごとに、全

処理委託量を記入するほか、その内数として、優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法

律施行令（以下「令」という。）第６条の14第２号に該当する者）への処理委託量、処理業者への再生利

用委託量、認定熱回収施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の３の３第１項の認

定を受けた者）である処理業者への焼却処理委託量及び認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行

っている処理業者への焼却処理委託量について、前年度実績、目標及び取組を記入すること。 

 ７ 「電子情報処理組織の使用に関する事項」の欄には、前年度の特別管理産業廃棄物の全発生量（ポリ

塩化ビフェニル廃棄物（令第２条の４第５号イからハまでに掲げるものをいう。）を除く。）を記入するこ

と。その量が50トン以上の者にあっては、今後の電子情報処理組織の使用に関する取組等（情報処理

センターへの登録が困難な場合として廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第８条の31の４

に該当するときは、その旨及び理由を含む。）について記入すること。 

 ８ それぞれの欄に記入すべき事項の全てを記入することができないときは、当該欄に「別紙のとおり」と記

入し、当該欄に記入すべき内容を記入した別紙を添付すること。また、特別管理産業廃棄物の種類が

３以上あるときは、前年度実績及び目標の欄に「別紙のとおり」と記入し、当該欄に記入すべき内容を

記入した別紙を添付すること。また、それぞれの欄に記入すべき事項がないときは、「―」を記入するこ

と。 

９ ※欄は記入しないこと。 

 



多量排出事業者の特別産業廃棄物処理計画書（令和６年度計画）

地方独立行政法人下関市立市民病院
別紙１－２

所在地（市町名） 下関市 事業の種類 医療業

（ 単位 ： トン ）

種　　　　　　　類 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画 現状 計画

廃油

廃酸

廃アルカリ

感染性産業廃棄物 144.8 141.9 144.8 141.9

ＰＣＢ

ＰＣＢ汚染物

ＰＣＢ処理物

廃石綿等

有害産業廃棄物

計 　 　　   (Ｂ) 144.8 141.9 0 0 0 0 0 0 0 0 144.8 141.9 0 0 0 0 0 0 0 0

自ら再生利用を行う
産業廃棄物の量

全処理委託量
優良認定処理業者への

処理委託量
再生利用業者への

処理委託量
自ら埋立処分又は海洋投入処分を

行う　産業廃棄物の量

多量排出事業者　　名　称 地方独立行政法人下関市立市民病院

排出抑制に関する事項 自ら行う再生利用に関する事項

認定熱回収業者以外の熱回収
を行う業者への処理委託量

特
別
管
理
産
業
廃
棄
物

排出量区

分

自ら熱回収を行う
産業廃棄物の量

自ら中間処理により減量する
産業廃棄物の量

自ら行う中間処理に関する事項 自ら行う埋立処分等に関する事項 処理委託に関する事項

認定熱回収業者への
処理委託量



附近見取図



B1F

（新）

⑧

④

③

②

①

⑤
⑥

①　乗用EV

②　乗用EV

③　寝台用EV

④　寝台用EV

⑤　厨房用EV

⑥　搬送用EV

⑦　手術室用EV

⑧　検査用EV

車　路

1
0
1
4
0

1
7
7
0

1
7
7
0

6
6
0
0

3
4
3
0

6000

Y2

Y1

X1 X2



DW

6,000 6,0006,0005,0007,5005,7005,7005,70011,0005,4005,700 7,500 9,000 9,000 5,7005,000 8,200 4,500 6,000

124,600

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

1
0
2
,
0
0
0

前室

1F

(新）



2F

診察室　

　３

診察室

　４

診察室

　２　

診察室

　１

心電図

検査室

肺機能

検査室

超音波

検査室

　２

超音波

検査室

　１

一般撮影室

眼底検査

操作室

マンモグラフィ

撮影室

聴力

検査

視力・眼圧

検査

ラウンジ２

ｽﾀｯﾌ

通路

　２

ｽﾀｯﾌ

通路１

採尿WC（男）

採尿WC

（女）

ﾊﾟｳﾀﾞｰ

ﾙｰﾑ

更衣室（女）

更衣室（男）
事務室

受付

身長・体重測定

腹囲測定

準備室

　１

ラウンジ１

ｽﾀｯﾌ室

（薬剤部）

更衣室

（男）

更衣室

（女）

ｽﾀｯﾌ室

（薬剤部）

看護

部長室

副看護

部長室

会議室１ 廊下

感染管理

室

医師

当直室
倉庫

ﾀﾞｰﾃｨｰﾘﾈﾝ

医療安全

対策室 会議室２

事務部

倉庫

ｽﾀｯﾌ室

病診連携

室

感染管理

室

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

室

肺機能

検査室

脈派図

検査室

心電図室1

運動負荷

検査室

心電図室2

備品

保管室

超音波

検査室1

超音波

検査室3

超音波

検査室4

解析室

脳波

検査室
操作室

受付

出入口

待合待合

DW

6,000 6,0006,0005,0007,5005,7005,7005,7005,5005,5005,4005,700 7,500 9,000 9,000 5,7005,000 8,200 4,500 6,000

124,600

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

1
0
2
,
0
0
0

（新）



3F

④

③

②

①

⑤
⑥

①　乗用EV

②　乗用EV

③　寝台用EV

④　寝台用EV

⑤　厨房用EV

⑥　搬送用EV

リ
ネ
ン
１

リ

ネ
ン
２

（新）1
01
40

1
77
0

1
77
0

6
60
0

3
43
0

Y2

Y1

8340

2070 2706000

2630

X1 X2

屋根



5F4F

職員

便所

職員

便所

④

③

②

①

⑤
⑥

④

③

②

①

⑤
⑥

①　乗用EV

②　乗用EV

③　寝台用EV

④　寝台用EV

⑤　厨房用EV

⑥　搬送用EV

①　乗用EV

②　乗用EV

③　寝台用EV

④　寝台用EV

⑤　厨房用EV

⑥　搬送用EV

リ

ネ

ン

２

リネン１

リ

ネ

ン

２
リ

ネ

ン

１





新館　１階



新館　２階



新館　３階



新館　４階

（新）



別紙１ 

 1 / 2 

医療廃棄物収集運搬業務仕様書 

 

 本業務の遂行にあたって廃棄物の処理及び清掃に関する法律、その他関係法令

及び行政指導等を遵守し、下関市立市民病院より排出される医療廃棄物（以下

「廃棄物」という。）の収集運搬業務を行うための必要な事項を定める。 

 

１ 業務内容 

  下関市立市民病院から排出される廃棄物を処理場まで収集運搬する業務 

 

２ 廃棄物の種類、分別、荷姿等 

 廃棄物の種類 
分  別 

荷姿及び容器 
感染性一般廃棄物 感染性産業廃棄物 

１ 血液等 － 

血液、血清、血

漿、体液、血液製

剤等 

ダンボール箱 

２ 
血液等が付着した

鋭利なもの 
－ 

注射針、メス、ガ

ラス屑等 

耐貫通性のあ

る容器 

３ 
その他血液等が付

着したもの 

血液等が付着した

紙屑、繊維屑（脱

脂綿、ガーゼ、包

帯等）等 

血液等が付着した

実験・手術用の手

袋等 

１に同じ 

４ 

病理微生物に関連

した試験・検査等

に用いられたもの 

実験・検査等に使

用した培地及び摘

出した臓器等 

実験・検査等に使

用した試験管、シ

ャーレ等 

１に同じ 

５ 

汚染物が付着又は

その恐れがあるも

ので１～３に該当

しないもの 

汚染物が付着した

紙屑、繊維屑等 

汚染物が付着した

プラスチック類等 
１に同じ 

 

３ 排出見込量 

１１，９７０kg/月 

 

４ 業務場所 

  下関市立市民病院ごみ処理室とする。 
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５ 収集方法及び場所 

（１）原則として毎日廃棄物を収集する。収集しなくてよい日がある場合は、

病院が指定する。 

（２）廃棄物の数量について甲立会の上で計量確認するものとする。 

（３）廃棄物の収納容器（未使用に限る）は病院に支障がない範囲で、病院指

定の専用置場に保管することができる。 

 

６ その他 

（１）事業範囲等の確認書類として特別管理産業廃棄物収集運搬業許可証の写

しを提出すること。 

（２）履行期間途中で受託者の特別管理産業廃棄物収集運搬業許可証の期限が

切れる場合は、速やかに許可の更新を行い、新たな許可証の写しを提出す

ること。 

（３）廃棄物の収納容器は収集・運搬業者の負担で提供すること。 

 



令和６ 年 6 月 26 日

　　　　下関市長　　殿

 提出者　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住　 所　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏   名　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　

　 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条の2第11項の規定に基づき、令和５年度の特別管

理産業廃棄物処理計画の実施状況を報告します。

ｔ ｔ

ｔ

ｔ

特別管理産業廃棄物処理計画
令和５年（２０２３年）４月１日～令和６年（２０２４年）３月３１日

事 業 場 の 所 在 地

排 出 量 149.2

特別管理産業廃棄物処理計画における目標値

事 業 の 種 類

項目

149.2

に お け る 計 画 期 間

様式第二号の十四(第八条の十七の三関係)
                                                          (第１面)

                                       特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書

前年度

医療業

理事長　田中　雅夫

を 行 う

地方独立行政法人下関市立市民病院

下関市立市民病院

下関市向洋町一丁目１３番１号

０８３－２３１－４１１１

下関市向洋町一丁目１３番１号

事 業 場 の 名 称

自 ら 埋 立 処 分

特別管理産業廃棄物排出量
（ポリ塩化ビフェニル廃棄物を除く。）

処 理 委 託 量

処 理 委 託 量

電子情報処理組織の使用に関する事項

ｔ

　（電子情報処理組織の使用に関して実施した取組）

前々年度

(日本産業規格　Ａ列４番)

※事務処理欄

特別管理産業廃棄物の量

特別管理産業廃棄物の量

熱回収を行う業者への

自 ら 再 生 利 用 を 行 う

全 処 理 委 託 量

目標値項目目標値

特別管理産業廃棄物の量 処 理 委 託 量
ｔ

優良認定処理業者への

特別管理産業廃棄物の量 処 理 委 託 量

自 ら 熱 回 収 を 行 う 再 生 利 用 業 者 へ の

自ら中間処理により減量する 認定熱回収業者への

ｔ ｔ

ｔ

ｔ ｔ
認定熱回収業者以外の

ｔ



多量排出事業者の特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書（令和５年度実績）

下関市立市民病院

所在地（市町名） 下関市 事業の種類 医療業

区

分
種　　　　　　　類

処分委託先が
山口県内

処分委託先が
山口県外

処分委託先が
山口県内

処分委託先が
山口県外

処分委託先が
山口県内

処分委託先が
山口県外

廃油 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃酸 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃アルカリ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

感染性産業廃棄物 144.8 144.8 144.8 144.8 0 0 144.8 144.8 0 0 0 0 144.8 144.8 144.8 0 0

ＰＣＢ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ＰＣＢ汚染物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ＰＣＢ処理物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃石綿等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

有害産業廃棄物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 　 　　   (Ｂ) 144.8 0 0 0 0 0 0 0 0 144.8 144.8 144.8 0 0 0 0 0 0 0 144.8 0 0 144.8 0 0 0 0 144.8 144.8 144.8 0 0

特

別

管

理

産

業

廃

棄

物

⑤自ら熱回収
を行った量

② 自ら直接再生
利用した量

⑥ 自ら中間処理し
た後の残さ量

 ⑩のうち中間
処理業者への
処理委託量

多量排出事業者　　名　称 下関市立市民病院

計　　　画　　　の　　　実　　　施　　　状　　　況

③ 自ら直接埋立
処分又は海洋投
入処分した量

④ 自ら中間処理し
た量

⑨ 自ら中間処
理した後、自ら
埋立処分又は
海洋投入処分
した量

①排出量 ⑤　④うち熱回収
を行った量

⑪ ⑩のうち優
良認定処理業
者への処理委
託量

①排出量 ②＋⑧自ら再
生利用を行っ
た量

⑩全処理委託
量

⑭ ⑩のうち熱
回収認定業者
以外の熱回収
を行う業者へ
の処理委託量

⑫ ⑩のうち再
生利用業者へ
の処理委託量

⑬ ⑩のうち熱
回収認定業者
への処理委託
量

⑦自ら中間処
理により減量し
た量

③+⑨自ら埋立
処分又は海洋
投入処分を
行った量

⑩ 直接及び自
ら中間処理し
た後の処理委
託量

実　　　　　　　　績　　　　　　　　　値
⑫再生利用業
者への処理委
託量

⑦ 自ら中間処理
により減量した量

⑧ 自ら中間処
理した後、再生
利用した量

⑭熱回収認定
業者以外の熱
回収を行う業
者への処理委
託量

⑬熱回収認定
業者への処理
委託量

 ⑩のうち最終
処分処理業者
への処理委託
量

⑪優良認定処
理業者への処
理委託量



）

　

⑬熱回収認定業者への処
理委託量

⑪優良認定処理業者への
処理委託量

0

0

⑪

0

0

③＋⑨自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量 ⑩のうち熱回収認定

業者以外の
熱回収を行う業者
への処理委託量

0

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

⑭熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

0

0
⑩

⑩全処理委託量

⑭
0

0

⑥
00

0

0

④のうち熱回収
を行った量

0

自ら中間処理し
た後の残さ量

自ら中間処理に
より減量した量

① 0

実績値

② 0

③

排 出 量

自ら中間処理した後
再生利用した量

⑨
0

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量

0

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量

0

直接及び自ら
中間処理した後の

処理委託量

0

自ら中間処理
した量

⑦
0

④

⑤
0

0

⑬

廃油（特別管理産業廃棄物の種類：

項目

⑫再生利用業者への処理
委託量

①排出量

②＋⑧自ら再生利用を
行った量

⑤自ら熱回収を行った量

⑦自ら中間処理により減
量した量

(第
２

面
）

計画の実施状況

有 償 物 量

不要物等発生量

0

自ら直接埋立処分した
量

⑫

自ら直接
再生利用した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

⑧



）

　

⑧ 0

自ら中間処理し
た後の残さ量

項目

(第
２

面
）

計画の実施状況

有 償 物 量

不要物等発生量

0

自ら直接埋立処分した
量

⑫

自ら直接
再生利用した量

0

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

①排出量

②＋⑧自ら再生利用を
行った量

自ら中間処理した後
再生利用した量

0

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量0

⑤自ら熱回収を行った量

⑦自ら中間処理により減
量した量
③＋⑨自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

廃酸（特別管理産業廃棄物の種類：

0

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量

② 0

③

⑭
0

⑦
0

実績値

0
④

自ら中間処理
した量

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

⑨

0

④のうち熱回収
を行った量

⑫再生利用業者への処理
委託量

0

0

排 出 量

① 0

0

0

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

0

0

0

直接及び自ら
中間処理した後の

処理委託量

⑬
自ら中間処理に
より減量した量

⑥

0

⑤

⑭熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

0

0
⑩

⑩全処理委託量

⑬熱回収認定業者への処
理委託量

⑪優良認定処理業者への
処理委託量

0

0

⑪



）

　

⑬熱回収認定業者への処
理委託量

⑪優良認定処理業者への
処理委託量

0

0

⑪

0

0

③＋⑨自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量 ⑩のうち熱回収認定

業者以外の
熱回収を行う業者
への処理委託量

0

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

⑭熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

0

0
⑩

⑩全処理委託量

⑭
0

0

⑥
00

0

0

④のうち熱回収
を行った量

0

自ら中間処理し
た後の残さ量

自ら中間処理に
より減量した量

① 0

実績値

② 0

③

排 出 量

自ら中間処理した後
再生利用した量

⑨
0

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量

0

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量

0

直接及び自ら
中間処理した後の

処理委託量

0

自ら中間処理
した量

⑦
0

④

⑤
0

0

⑬

廃アルカリ（特別管理産業廃棄物の種類：

項目

⑫再生利用業者への処理
委託量

①排出量

②＋⑧自ら再生利用を
行った量

⑤自ら熱回収を行った量

⑦自ら中間処理により減
量した量

(第
２

面
）

計画の実施状況

有 償 物 量

不要物等発生量

0

自ら直接埋立処分した
量

⑫

自ら直接
再生利用した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

⑧



）

　

⑧ 0

自ら中間処理し
た後の残さ量

項目

(第
２

面
）

計画の実施状況

有 償 物 量

不要物等発生量

0

自ら直接埋立処分した
量

⑫

自ら直接
再生利用した量

144.8

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

①排出量

②＋⑧自ら再生利用を
行った量

自ら中間処理した後
再生利用した量

0

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量144.8

⑤自ら熱回収を行った量

⑦自ら中間処理により減
量した量
③＋⑨自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

感染性産業廃棄物（特別管理産業廃棄物の種類：

144.8

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量

② 0

③

⑭
0

⑦
0

実績値

0
④

自ら中間処理
した量

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

⑨

0

④のうち熱回収
を行った量

⑫再生利用業者への処理
委託量

0

0

排 出 量

① 144.8

0

0

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

0

0

144.8

直接及び自ら
中間処理した後の

処理委託量

⑬
自ら中間処理に
より減量した量

⑥

0

⑤

⑭熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

0

144.8
⑩

⑩全処理委託量

⑬熱回収認定業者への処
理委託量

⑪優良認定処理業者への
処理委託量

144.8

144.8

⑪



）

　

⑬熱回収認定業者への処
理委託量

⑪優良認定処理業者への
処理委託量

0

0

⑪

0

0

③＋⑨自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量 ⑩のうち熱回収認定

業者以外の
熱回収を行う業者
への処理委託量

0

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

⑭熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

0

0
⑩

⑩全処理委託量

⑭
0

0

⑥
00

0

0

④のうち熱回収
を行った量

0

自ら中間処理し
た後の残さ量

自ら中間処理に
より減量した量

① 0

実績値

② 0

③

排 出 量

自ら中間処理した後
再生利用した量

⑨
0

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量

0

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量

0

直接及び自ら
中間処理した後の

処理委託量

0

自ら中間処理
した量

⑦
0

④

⑤
0

0

⑬

ＰＣＢ（特別管理産業廃棄物の種類：

項目

⑫再生利用業者への処理
委託量

①排出量

②＋⑧自ら再生利用を
行った量

⑤自ら熱回収を行った量

⑦自ら中間処理により減
量した量

(第
２

面
）

計画の実施状況

有 償 物 量

不要物等発生量

0

自ら直接埋立処分した
量

⑫

自ら直接
再生利用した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

⑧



）

　

⑧ 0

自ら中間処理し
た後の残さ量

項目

(第
２

面
）

計画の実施状況

有 償 物 量

不要物等発生量

0

自ら直接埋立処分した
量

⑫

自ら直接
再生利用した量

0

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

①排出量

②＋⑧自ら再生利用を
行った量

自ら中間処理した後
再生利用した量

0

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量0

⑤自ら熱回収を行った量

⑦自ら中間処理により減
量した量
③＋⑨自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

ＰＣＢ汚染物（特別管理産業廃棄物の種類：

0

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量

② 0

③

⑭
0

⑦
0

実績値

0
④

自ら中間処理
した量

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

⑨

0

④のうち熱回収
を行った量

⑫再生利用業者への処理
委託量

0

0

排 出 量

① 0

0

0

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

0

0

0

直接及び自ら
中間処理した後の

処理委託量

⑬
自ら中間処理に
より減量した量

⑥

0

⑤

⑭熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

0

0
⑩

⑩全処理委託量

⑬熱回収認定業者への処
理委託量

⑪優良認定処理業者への
処理委託量

0

0

⑪



）

　

⑬熱回収認定業者への処
理委託量

⑪優良認定処理業者への
処理委託量

0

0

⑪

0

0

③＋⑨自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量 ⑩のうち熱回収認定

業者以外の
熱回収を行う業者
への処理委託量

0

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

⑭熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

0

0
⑩

⑩全処理委託量

⑭
0

0

⑥
00

0

0

④のうち熱回収
を行った量

0

自ら中間処理し
た後の残さ量

自ら中間処理に
より減量した量

① 0

実績値

② 0

③

排 出 量

自ら中間処理した後
再生利用した量

⑨
0

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量

0

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量

0

直接及び自ら
中間処理した後の

処理委託量

0

自ら中間処理
した量

⑦
0

④

⑤
0

0

⑬

ＰＣＢ処理物（特別管理産業廃棄物の種類：

項目

⑫再生利用業者への処理
委託量

①排出量

②＋⑧自ら再生利用を
行った量

⑤自ら熱回収を行った量

⑦自ら中間処理により減
量した量

(第
２

面
）

計画の実施状況

有 償 物 量

不要物等発生量

0

自ら直接埋立処分した
量

⑫

自ら直接
再生利用した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

⑧



）

　

⑧ 0

自ら中間処理し
た後の残さ量

項目

(第
２

面
）

計画の実施状況

有 償 物 量

不要物等発生量

0

自ら直接埋立処分した
量

⑫

自ら直接
再生利用した量

0

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

①排出量

②＋⑧自ら再生利用を
行った量

自ら中間処理した後
再生利用した量

0

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量0

⑤自ら熱回収を行った量

⑦自ら中間処理により減
量した量
③＋⑨自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量

廃石綿等（特別管理産業廃棄物の種類：

0

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量

② 0

③

⑭
0

⑦
0

実績値

0
④

自ら中間処理
した量

⑩のうち熱回収認定
業者以外の

熱回収を行う業者
への処理委託量

⑨

0

④のうち熱回収
を行った量

⑫再生利用業者への処理
委託量

0

0

排 出 量

① 0

0

0

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

0

0

0

直接及び自ら
中間処理した後の

処理委託量

⑬
自ら中間処理に
より減量した量

⑥

0

⑤

⑭熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

0

0
⑩

⑩全処理委託量

⑬熱回収認定業者への処
理委託量

⑪優良認定処理業者への
処理委託量

0

0

⑪



）

　

⑬熱回収認定業者への処
理委託量

⑪優良認定処理業者への
処理委託量

0

0

⑪

0

0

③＋⑨自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量 ⑩のうち熱回収認定

業者以外の
熱回収を行う業者
への処理委託量

0

⑩のうち熱回収認定
業者への処理委託量

⑭熱回収認定業者以外の
熱回収を行う業者への処
理委託量

0

0
⑩

⑩全処理委託量

⑭
0

0

⑥
00

0

0

④のうち熱回収
を行った量

0

自ら中間処理し
た後の残さ量

自ら中間処理に
より減量した量

① 0

実績値

② 0

③

排 出 量

自ら中間処理した後
再生利用した量

⑨
0

自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量

0

⑩のうち優良認定
処理業者への
処理委託量

0

直接及び自ら
中間処理した後の

処理委託量

0

自ら中間処理
した量

⑦
0

④

⑤
0

0

⑬

有害産業廃棄物（特別管理産業廃棄物の種類：

項目

⑫再生利用業者への処理
委託量

①排出量

②＋⑧自ら再生利用を
行った量

⑤自ら熱回収を行った量

⑦自ら中間処理により減
量した量

(第
２

面
）

計画の実施状況

有 償 物 量

不要物等発生量

0

自ら直接埋立処分した
量

⑫

自ら直接
再生利用した量

⑩のうち再生利用
業者への処理委託量

⑧



　 情報処理組織の使用に関する取組（情報処理センターへの登録が困難な場合として廃棄物の処

　 理及び清掃に関する法律施行規則第８条の31の４に該当したときは、その旨及び理由を含む。）

　 について記入すること。

　 の例により特別管理産業廃棄物処理計画の実施状況を明らかにした書面を作成し、当該書面を

８　※欄は記入しないこと。

　 添付すること。

　 ものをいう。）を除く。）並びに電子情報処理組織使用義務者にあっては前年度に実施した電子

　　　焼却処理委託量

５　　第２面の左下の表には、項目ごとに、特別管理産業廃棄物処理計画に記載したそれぞれの実

　　績値を記入すること。

６　　特別管理産業廃棄物の種類が２以上あるときは、特別管理産業廃棄物の種類ごとに、第２面

７　　「電子情報処理組織の使用に関する事項」の欄には、前々年度及び前年度における特別管理

　 産業廃棄物の排出量（ポリ塩化ビフェニル廃棄物（令第２条の４第５号イからハまでに掲げる

　　(11) ⑪欄　(10)の量のうち、優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第

　　　６条の１１第２号に該当する者）への処理委託量

　　(12) ⑫欄　(10)の量のうち、処理業者への再生利用委託量

　　(13) ⑬欄  (10)の量のうち、認定熱回収施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律

　　　第15条の３の３第１項の認定を受けた者）である処理業者への焼却処理委託量

　　(14) ⑭欄  (10)の量のうち、認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている処理業者への

　　(5) ⑤欄　(4)の量のうち、熱回収を行った量

　　(6) ⑥欄　自ら中間処理をした後の量　

　　(7) ⑦欄　(4)の量から(6)の量を差し引いた量

　　(8) ⑧欄　(6)の量のうち、自ら利用し、又は他人に売却した量

　　(9) ⑨欄　(6)の量のうち、自ら埋立処分及び海洋投入処分した量

　　(10) ⑩欄　中間処理及び最終処分を委託した量

４　　第２面には、前年度の特別管理産業廃棄物の処理に関して、①～⑭の欄のそれぞれに、(1)

  　から（14）に掲げる量を記入すること。

　　(1) ①欄　当該事業場において生じた特別管理産業廃棄物の量

　　(2) ②欄　(1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら再生利用した量

　　(3) ③欄　(1)の量のうち、中間処理をせず直接自ら埋立処分した量

　　(4) ④欄　(1)の量のうち、自ら中間処理をした特別管理産業廃棄物の当該中間処理前の量

(第３面)

備考

１　　翌年度の６月30日までに提出すること。

２　　「事業の種類」の欄には、日本標準産業分類の区分を記入すること。

３　　「特別管理産業廃棄物処理計画における目標値」の欄には、項目ごとに、特別管理産業廃棄

　　物処理計画に記載した目標値を記入すること。


